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全体評価 

 

 本学の教職課程は、発達教育学部発達支援教育学科に設置され、発達教育学部教務委員

会を主管として教職課程を管理統括している。 

本学部は、発達支援教育学科のみの単科で構成されており、教職課程と併せて保育士養

成を設置している。子どもたちの成長発達と教育は相互に影響しながら展開するものと考

え、多様な教育的ニーズに対応できる保育士、幼稚園教諭、小学校教諭、特別支援学校教

諭等として、保育及び教育の向上に寄与する人材を養成することを教育の目的としてい

る。 

令和 6(2024)年度から小学校教育、特別支援教育、幼児教育・保育、発達教育心理の 4

つのコース制を導入し、令和 7(2025)年度からは入学定員を 140 名から 100 名に変更する

大きな改革を実施し、課題である定員未充足への対策を強化してきた。 

令和 7(2025)年度の大学教職課程自己点検のアクションプランの目標についても「学生

の安定的な確保に向けた教職の魅力発信の強化」とし、基準領域 1 から 3 の項目に沿って

教育課程の改善に取り組んだ。 

基準領域 1 に関しては、令和 6(2024)年度から準備を重ねてきた「ディプロマサプリメ

ント」を本格実施し、個々の学生の学修成果の「見える化」を図ったことや目ざましい進

化を遂げている教育現場での ICT 活用に対応できる科目の新設に向けた計画を進めたこと

が、大きな成果として挙げられる。 

基準領域 2 に関しては、本学の学位授与の方針に沿った学生を確保するための入試改善

を行い、本学の理念であるインクルーシブ教育についての具体的な経験を有する学生の確

保を目指した。また、本学部の強みである少人数教育や学生同士の学び合いの環境をさら

に整えた。 

基準領域 3 に関しては、入学時からの初年次教育に力を入れ、教育現場の参観学習や



 

 
 

GPS-アカデミックを用いた自己分析を行うと同時に、履修カルテの電子化や情報の共有に

よる学生情報の一元化に着手した。教育現場が求める教師像を学生自身が体感し具現化で

きるよう、個別指導も含め丁寧な取組みを進めている。 

こうした取組みにより、文部科学省が実施した「全国学生調査」（令和 6(2024)年度試

行調査）において、「理解がしやすいよう教え方が工夫されていた」「質疑応答など、教員

等との意見交換の機会がある」「授業アンケート等の学生の意見を通じて大学教育が良く

なっている」の 3 項目で、学生から高い評価を受けた学部として「ポジティブリスト」に

掲載された。また、千葉県教育委員会が重視する教育課題への取組みとして、本学が独自

に認定している「インクルーシブ教育支援士」の学修内容が認められ、県との協定を結ぶ

運びとなった。令和 8(2026)年度早期の締結に向け、準備を進めているところである。 

一方で、喫緊の課題である安定的な学生確保について、入学者数は令和 6(2024)年度に

比べ増加傾向にあるものの定員未充足の状況が続いている。本学部が目指す教師像を明確

に打ち出し、それを支える教職課程の改善を具体的に進め、さらなる充実を目指していき

たい。 

 

 

               植草学園大学発達教育学部 

                 

学部長 佐川 桂子 
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Ⅰ 教職課程の現況及び特色 

 １ 教職課程の現況 

（１） 大学名：植草学園大学 

（２） 所在地：千葉県千葉市若葉区小倉町 1639 番 3 

（３） 教職課程の履修者数及び教員数 

➀ 教職課程の履修者数 

課程等（通学）    令和 7 年度（令和 7 年 5 月１日現在） 

学部 学科名 教科 免許種 
教職課程履修者数 

合計 
1 年 2 年 ３年 ４年 

発達 

教育 

発達支援 

教育 
－ 

幼稚園一種 39 72 47 43 201 

小学校一種 26 20 25 22 93 

特別支援学校一種

(知・肢・病) 
15 16 24 20 75 

※小学校一種には、特別支援学校一種（知・肢・病）免許希望者の基礎免として重複して

カウントしている。 

 

    ➁   教員数 

 教授 准教授 講師 助教 その他 

教員数 15 3 5 1 0 

備考： 

 

 

（４） 卒業者の現況 

課程等（通学）            令和 6 年度卒業者（令和 7 年 5 月１日現在） 

教科 免許種 

就 職 先 状 況 

認定こども園 幼稚園 小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 

正規 他 正規 他 正規 他 正規 他 正規 他 正規 他 

－ 幼稚園

一種 
2 0 １ 0 － － － － － － － － 

－ 小学校

一種 
－ － － － 12 2 － － － － － － 

－ 特別支

援学校

一種

(知・

肢・病)

－ － － － － － － － － － 8 7 
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２ 特色   

植草学園は、明治 37(1904)年の千葉和洋裁縫女学校の設立から、建学の精神「徳育を

教育の根幹として、国を愛し、心の豊かなたくましい人間の形成を目指すとともに、誠実

で道徳的実践力のある人材を育成する。」に基づき学園を運営している。 

植草学園大学は平成 20（2008）年に共生社会の実現に寄与する有為な人材の養成を目

的として発達教育学部と保健医療学部の 2 学部で開学した。平成 30(2018)年から学園イ

メージを「インクルーシブを学び実践する学園」と表現し、令和 7(2025)年 4 月に新設の

看護学部を加えた 3 学部ともに、障害などのある人もない人も、地域で共に生きることを

当たり前のこととする共生社会（多様な人々を包み込むインクルーシブ社会）の実現を目

指している。  

教職課程を置く発達教育学部発達支援教育学科においては、幼稚園、小学校及び特別

支援学校の教職課程認定を受け、教職課程の履修希望を確認して入学を許可しており、入

学者全員が教職課程を履修することを前提としている。特に、生活や学習上に困難性のあ

る子どもの増加傾向に対応できる発達支援を担える人材を養成することをねらいとし、特

別支援に関する教育を充実させていることが特色であり、障害や困難性のある子どもに

も、ない子どもにも、一人一人に的確に対応できる幼稚園教諭、小学校教諭、特別支援学

校教諭の養成を目指している。 
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Ⅱ 基準領域ごとの教職課程自己点検・評価 

 

基準領域１ 教職課程に関わる教職員の共通理解に基づく協働的な取り組み 

 

基準項目１－１ 教職課程教育の目的・目標を共有 

〔現状〕 

植草学園は、徳育を教育の根幹とし、インクルーシブを学び実践する学園を志向して、

植草学園大学の目的を学則第 1 条（資料 1-1-1）において「我が国の文化の進展及び共生

社会の実現に寄与する有為な人材を養成すること」と定めている。教職課程をおく発達教

育学部においても、教職課程教育の目的を学部規程第２条（資料 1-1-2）において明確に

示すとともに、履修要項においても「生活や学習に困難性のある子どもへの支援の力も身

につけた、共生社会の実現に必要とされる有能な教育・保育の担い手の養成をめざしてい

ます。」（資料 1-1-3）と示している。 

この目的に基づき、「学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）」（以下、DP）及び 「教育

課程編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）」（以下、CP）において、育成する資質・

能力を〔徳育・教養〕〔共生社会・障害支援〕〔社会貢献・地域支援〕〔科学的・論理的思考〕

〔問題解決・キャリア形成〕〔知識・技能・実践力〕の 6 項目で示し、大学ホームページで

広く社会に公開（資料 1-1-4）するとともに、履修要項にも掲載し、学生の理解を促して

いる。 

令和 6(2024)年度からコース制を開始し、学生の取得希望免許によって、小学校教育、

特別支援教育、幼児教育・保育、発達教育心理の４つのコースを形成している。心理学の

基礎資格である認定心理士（公益社団法人日本心理学会が認定）の取得を特長とする発達

教育心理コースは、小学校教育プログラムと幼児教育・保育プログラムの 2 プログラムか

らなり、教職課程としては、それぞれ小学校教育コースと幼児教育・保育コースがその任

を負っている。小学校・特別支援・幼稚園の各教育課程の教育を計画的に実施するために、

小・特・幼のコース会議（該当する教育実習の実習委員会を兼ねる。月に 1 回の定例で実

施）を行うとともに、学部の全教員が参加する教員会議（月に 1 回定例で実施）において

も教育課程の実施における目的・目標の共有を図っている。さらに、発達教育学部教務委

員会、発達教育学部合同実習委員会では、それぞれ学務課職員、キャリア支援課実習係職

員が参加し（資料 1-1-5、及び資料 1-1-6）、教職員の共通理解のもと、教職協働で教育課

程の実施に当たっている。 

〔優れた取組〕 

学生は毎学年末に、自身の単位修得と学修の状況を確認する「授業科目履修状況確認票」

（以下、「履修状況確認票」）（資料 1-1-7）及び DP に掲げる資質・能力の修得状況を確認

する「必要とされる資質能力についての自己評価票」（以下、「資質能力自己評価票」）（資



植草学園大学発達教育学部 基準領域１ 

4 
 

料 1-1-8）に記入することにより、学修成果（ラーニング・アウトカム）を可視化し、次年

度の学修に向けて振り返りを行っている。令和 7(2025)年度からは、卒業時に「ディプロ

マサプリメント」（資料 1-1-9）を配布することとし、学修成果のさらなる可視化を行った。 

令和 7(2025)年度は、アクションプランに基づき「本学で目指す教師像について―『千

葉県・千葉市教員等育成指標』を踏まえて―」をテーマに教職 FD 研修（資料 1-1-10）を

教員会議において実施し、育成を目指す教師像について改めて確認した。 

〔改善の方向性・課題〕 

初年次教育をより丁寧に行い、学生が目指す教師像を常に認識して学修できるようにす

る必要がある。また、令和 7(2025)年度から本格実施とした「ディプロマサプリメント」

について、その意義を十分に学生に周知し、学修成果を認識して卒業できるようにする必

要がある。 

＜根拠となる資料・データ等＞ 

資料 1-1-1：植草学園大学学則 

資料 1-1-2：植草学園大学発達教育学部規程 

資料 1-1-3：植草学園大学 令和 7 年度 履修要項 

資料 1-1-4：「植草学園大学の学位授与方針及び教育課程編成・実施方針」 

植草学園大学 HP https://www.uekusa.ac.jp/page-101009/policy 

資料 1-1-5：植草学園大学発達教育学部教務委員会規程 

資料 1-1-6：植草学園大学発達教育学部合同実習委員会規程 

資料 1-1-7：発達教育学部 令和 7 年度入学生用 「授業科目履修状況確認票」 

資料 1-1-8：発達教育学部「必要とされる資質能力についての自己評価票」 

小学校教育コース／特別支援教育コース／幼児教育・保育コース／発達教育心理コース

（小学校教育プログラム）／発達教育心理コース（幼児教育・保育プログラム） 

資料 1-1-9：発達教育学部 ディプロマサプリメント 様式（記入例） 

資料 1-1-10：令和 7 年度 第 1 回植草学園大学教職ＦＤ研修会次第 

 

基準項目１－２ 教職課程に関する組織的工夫 

〔現状〕 

本学においては、教職課程を置くのは発達教育学部のみであることから、発達教育学部

の教員を主として構成する教職課程自己点検・評価委員会（発達教育学部長、発達支援教

育学科長、小学校教育コース主任、特別支援教育コース主任、幼児教育・保育コース主任、

発達教育学部入試委員長、発達教育学部教務委員長、発達教育学部キャリア支援委員長、

教職・公務員支援センター長、大学事務局長、学務課長）が教職課程の運営に関する全学

組織として機能している（資料 1-2-1）。 

発達教育学部では実務家教員の割合が高く（資料 1-2-2）、小学校教育、特別支援教育、

幼児教育・保育の各コースにおいて、研究者教員と実務家教員が協働し、教育・保育現場
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で役立つ実践的な学びを重視した体制を取っている。また、前述の発達教育学部教務委員

会、発達教育学部合同実習委員会に加え、教職・公務員支援センター（資料 1-2-3）におい

ても、教員と職員との協働体制を構築している。特に教員採用選考試験の支援の中心とな

る教職・公務員支援センターに所属する 4 名の職員（特命教授）は、発達教育学部の教授

が務めるセンター長を始めとして各学年担当教員とも情報共有会議を行い、緊密な連携の

もと、採用試験対策等を実施している。 

学修環境としては、全棟で Wi-Fi を完備し、学修用 PC をメディアセンター（10 台）、図

書館（30 台）、トライアルコート（5 台）、学生食堂（Ku-su Ku-su）（5 台）に設置し、さ

らに学生貸出用として 100 台(うち 60 台は Chromebook）を学生の使用に供しており（資料

1-2-4）、全講義室でプロジェクターの投影が可能である。また、全学生が入学時にノート

PC を用意しており（資料 1-2-5）、大学で Google Workspace for Education を購入、学生

と教職員に Google アカウントを付与し、Google Classroom 等を授業で活用している。 

教員養成の状況については、ホームページに教職・公務員支援センターのページ（資料

1-2-6）を設け、教員採用選考試験への支援体制や採用試験結果などを公開している。 

教育職員免許法施行規則第 22 条の 6 に定める内容は、本学 HP「教育情報等の公表」（資

料 1-2-7）において公開しており、本学における教職課程の情報公開は適切に行われてい

る。 

〔優れた取組〕 

より良い教職課程カリキュラムになるよう、発達教育学部教務委員会を中心に不断の検

討を行い、大学独自科目「各教科における ICT 活用」（仮称）の新設（令和 9(2027)年度）

（資料 1-2-8）に向けて学部全体で協働して準備を進めている。ICT 関連の学修環境整備と

して、学生貸出用ノート PC のうち 20 台を学部内で管理し（資料 1-2-9）、専門ゼミナール

の授業などで活用している。 

 教職 FD（資料 1-1-10 に同じ）を始めとして授業改善に取り組んだ結果、令和 6(2024)年

度の文部科学省による全国学生調査（試行）においては、「理解がしやすいよう教え方が工

夫されていた」「質疑応答など、教員等との意見交換の機会がある」「授業アンケート等の

学生の意見を通じて大学教育が良くなっている」の 3 項目がポジティブリストに掲載され

（資料 1-2-10）、学生から高い評価を受けていることを確認した。 

〔改善の方向性・課題〕 

令和 9(2027)年度の「各教科における ICT 活用」（仮称）の新設に備え諸準備を進めてい

る。令和 8(2026)年度予算において、電子黒板や電子教科書、ICT を活用する授業に適した

机・椅子等の購入を進める。加えて「ICT 支援員」（仮称）を配置して学生への支援を手厚

く行う予定である。また、令和 8(2026)年度から、大学全体で Microsoft365（Microsoft 

Office Word・Excel・PowerPoint を含む）を導入し学生も使用できるようにする。これら

の計画を確実に実行し学修の充実に努めるとともに、ICT を活用した情報共有で教職協働

を進めることが必要である。 
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＜根拠となる資料・データ等＞ 

資料 1-2-1：植草学園大学教職課程自己点検・評価委員会規程 

資料 1-2-2：令和 7 年度実務家教員担当科目一覧 

資料 1-2-3：植草学園大学教職・公務員支援センター運営委員会規程 

資料 1-2-4：学習用 PC 一覧表 

資料 1-2-5：「2026 年度 入学予定の皆様へのお願い」（PC 購入通知文） 

資料 1-2-6：ホームページ〉実習・就職支援〉教職・公務員支援センター 

https://www.uekusa.ac.jp/career_support/support_center 

資料 1-2-7：ホームページ〉教育・研究活動〉教育情報等の公表 

https://www.uekusa.ac.jp/education_research-2/information_public_education 

資料 1-2-8：「各教科における ICT 活用」（仮称）シラバス案 

資料 1-2-9：（発達教育学部 研究室 13）PC 貸出簿 

資料 1-2-10：令和 7 年度文部科学省全国学生調査（試行）ポジティブリスト（抜粋） 
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基準領域２ 学生の確保・育成・キャリア支援 

 

 

基準項目２－１ 教職を担うべき適切な学生の確保・育成 

〔現状〕 

大学ホームページ（資料 2-1-1）および『植草学園大学 GUIDE BOOK 2026』（資料 2-1-

2）において「入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）」（以下、AP）を公開し、学生

募集を行っている。現在、教員基礎コースを持つ県内の高校 3 校を含めた 26 校と連携協

定を締結しており（資料 2-1-3）、高校訪問や高校における進路ガイダンスにおいて、教職

課程で学ぶにふさわしい学生像を伝え、教職への意欲の高まりを促している。 

教職課程の履修においては、「発達教育学部における実習に係る履修要件に関する申合

せ」（資料 2-1-4）を定め、所属コースの実習科目を履修する際に必要とされる要件（修得

科目及び GPA 値等）を示している。また、所属コースで取得できる教員免許に加え、副免

許として他コースの教員免許を取得するための「発達教育学部副免許履修基準」（資料 2-

1-5）を定め、基準を満たさない学生については、主となる免許を取得することに集中する

ように指導を行っている。 

〔優れた取組〕 

連携校で教員基礎コースをもつ 2 校及び連携校以外の教員基礎コースをもつ高校 1 校で

出前授業を実施し、附属高校においてもインクルーシブに関する授業を行うなど、高校と

の連携をより強めている（資料 2-1-6）。オープンキャンパスにおいては、総合型選抜入試

受験希望の受験生に対し、一人一人に丁寧に事前相談を行い、AP についての理解を確認す

るようにしている。また、学部の学位授与の方針に即した学生を受け入れるため、令和

7(2025)年度実施の入試から、総合型選抜入試において、共生社会の実現に向けた具体的な

活動経験についてのアピール文を提出した受験生への加点を実施し、本学の教職課程で学

ぶにふさわしい学生の募集強化を図った（資料 2-1-7）。 

〔改善の方向性・課題〕 

発達教育学部は定員を 140 名としてきたが、過去 5 年間の入学定員充足率の平均は 7 割

弱であった。令和 7(2025)年度入学生から定員を 100 名に変更したが、入学者の減少傾向

については予断を許さない状況である。発達教育学部の AP を受験生に十分に理解しても

らえるように、オープンキャンパス等で高校生にわかりやすい説明を行っていくとともに

各コースの特色を説明するためのパンフレット等を充実させる。 

併せて、教職課程の履修を継続するために必要な基準や仕組みについてさらに整備する

とともに、教職課程の履修を断念した学生への支援を充実させていく必要がある。 

＜根拠となる資料・データ等＞ 

資料 2-1-1：ホームページ〉入試情報〉アドミッションポリシー 

https://www.uekusa.ac.jp/entrance_exam/admission_policy 

資料 2-1-2：『植草学園大学 GUIDE BOOK 2026』 
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資料 2-1-3：植草学園大学高大連携推進協議会 連携校一覧 

資料 2-1-4：「発達教育学部における実習に係る履修要件に関する申合せ」 

(令和 7 年度履修要項（資料 1-1-3）pp.135-136) 

資料 2-1-5：「発達教育学部副免許履修基準」（同 p.137） 

資料 2-1-6：令和 7 年度 出前授業実施一覧 及び 植草学園大学・植草学園大学附属高

等学校連絡協議会第 1 回議事録 

資料 2-1-7：2026 (令和 8)年度 入学試験要項 

 

基準項目２－２ 教職へのキャリア支援 

〔現状〕 

教職・公務員支援センターの職員（特命教授 4 名）を中心に、教職・公務員支援センタ

ー運営委員会、キャリア支援委員会、キャリア支援課が活動内容を共有しながら学生個々

のニーズに応じた相談に対応できるよう組織的な支援体制を整えている（資料 2-2-1）。 

教員採用選考試験に向けては教職・公務員支援センターを中心に組織的に取り組んでい

る。4 年間を通した計画的なスケジュールを作成し、「U-Learning」（主に 1 年生を対象と

して採用試験の内容を把握する）、「基礎講座」（主に 2 年生を対象にして教員採用選考試験

で求められる基礎的な知識を学ぶ）、「スタートアップ講座」（主に 3 年生を対象として過去

問を含めた試験対策を行う）、「直前対策講座」（主に 4 年生を対象として筆記・面接の対策

を個別・グループで実施する）の各講座を開講（曜日・時限を決めて無料で定期的に実施）

（資料 2-2-2、2-2-3、2-2-4）している。特に「直前対策講座」については、教職課程の教

員の協力を得て個別に十分な対応ができる体制を整えている。 

教職に関する情報提供としては、教職・公務員支援センター内に、各都道府県教員採用

選考試験説明会、各種講座等を集約し掲示等している。また、教育現場での体験活動や講

師登録等についても周知している。キャリア支援課においても、各種情報（求人情報、各

種講座等）や、教員を目指す学生のために各種イベント（ボランティア募集、幼稚園見学

等）を、キャンパスプランで配信したり、学内の掲示板に掲示したりして、情報提供を行

っている。 

〔優れた取組〕 

小規模校ならではの、学生一人一人の特性を把握した個別指導体制が整えられている。

教員免許状取得のために必要な単位修得のためのサポートを担任のみならず教職・公務員

支援センターでも行い、相談等の学生支援を担任・センター・キャリア支援課で連携しな

がら実施している。また、センターでの教員採用選考試験対策講座を卒業生も受講できる

ようにし、卒業後のフォローアップも行っている。 

〔改善の方向性・課題〕 

学生によっては教職に対する意欲が薄れたり、教育実習等の体験を通して自己を見つめ

直し進路変更を希望したりするケースがみられる。個人面談の結果を踏まえ、より早い時
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点での学生個々に合わせた支援を行うことが必須である。担任と教職・公務員支援センタ

ー及び国家資格キャリアコンサルタント所持者のいるキャリア支援課がさらに協働し支援

を進めていく。 

＜根拠となる資料・データ等＞ 

資料 2-2-1：ホームページ〉実習・就職支援〉支援体制 

https://www.uekusa.ac.jp/career_support/support_system 

資料 2-2-2：教職・公務員支援センター主催 2025 年度講座案内・申込書 

資料 2-2-3：2025 年度 教職・公務員支援センター年間計画表〔小・特〕 

資料 2-2-4：令和 7 年度 公務員（保育教諭・保育士）試験対策講座計画 
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基準領域３ 適切な教職課程カリキュラム 

  

 

基準項目 ３－１ 教職課程カリキュラムの編成・実施 

 

〔現状〕 

建学の精神を具現する科目として、徳育を教育の根幹とする本学の基本理念から「人間

と道徳」を全学の卒業必修とし、共生社会の実現を目指すために、発達教育学部では「社

会福祉」と「特別なニーズ教育の基礎と方法」を卒業必修としている（資料 3-1-1）。 

現場で求められる ICT 活用への対応については、教職必修科目として「情報機器演習」

「教育と ICT 活用」を設置し、各教科指導法において、当該教科の特性に応じた情報通信

技術を活用するための指導が行われている。さらなる充実を目的に令和 9(2027)年度入学

生カリキュラムに「各教科における ICT 活用」（仮称）を設置準備中である。 

学部においてはアクティブ・ラーニング型の科目が開講科目の 90％となっている（資料

3-1-2）。大学のすべてのシラバスにおいて書式を統一し、学生の到達目標、授業の内容（1

回毎の内容）、成績評価の基準および方法等を記載している。作成したシラバスについては、

教員各自がチェックリスト（資料 3-1-3）に基づき確認し、さらに学部長、学科長、各コー

ス主任および学務課において点検を行っている。特に、コアカリキュラムに確実に対応す

るため、教職科目を担当する新任教職専任教員にコアカリキュラム表を事務局から送付し

て確実な確認を促した上で、各コース主任がコアカリキュラムを満たしているかのチェッ

クを行うこととしている。 

「履修カルテ」（資料 3-1-4）については、１年生・２年生についてはクラス担任が、3

年生・4 年生についてはゼミ担任が、一人一人の学生の「履修カルテ」を作成し、学生の学

修面・生活面についての状況を把握するようにしている。また、前述の「履修状況確認票」

及び「資質能力自己評価票」に基づいて、一人一人の学生の学修状況を把握してクラス担

任・ゼミ担任が教職のための履修指導と助言を行っている。これらの資料は、「教職実践演

習」担当教員に引き継がれ、指導に反映されている。 

〔優れた取組〕 

本学の特色を生かしたカリキュラムとして、「特別なニーズ教育の基礎と方法」を卒業要

件に、すべての教職課程において「LD・ADHD 等教育総論」を必修とするほか、選択必修と

して特別支援教育の科目の修得を課している。特別支援の科目を規定に沿って修得し一定

以上の成績を修めた希望者には、大学認定資格であるインクルーシブ教育・保育支援士（資

料 3-1-5）を卒業時に認定している。教職課程における本学独自科目として「障害のある

子どもの ICT 活用」を設置するとともに、幼稚園と小学校の両課程があることを生かし「接

続期の保育と教育」を設置している。また、在学中から現場体験を積むことを目的として

「ちば！教職たまごプロジェクト」での活動等を「インターンシップ活動」として単位認

定につなげている（資料 3-1-1 に同じ）。 

教職課程における学修状況について、教員による評価だけではなく、「履修状況確認票」

及び「資質能力自己評価票」を取り入れ、学生の自己省察を促している。教員が作成する
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履修カルテについては、令和 6(2024)年度入学生からは従来のエクセルファイルでの運用

から、よりセキュリティの高い Google スプレッドシートでの運用に学年進行で順次移行

し、教員の引継ぎの負担を軽減した。 

〔改善の方向性・課題〕 

必修ではない大学独自科目の履修の促進が必要である。また、アクティブ・ラーニング

におけるグループ活動では、対人関係に悩みをもつ学生への対応など、学生の実態に即し

た学修到達目標の設定の工夫が必要である。 

＜根拠となる資料・データ等＞ 

資料 3-1-1：令和 7 年度入学生用カリキュラム表 

(令和 7 年度履修要項（資料 1-1-3）pp.38-40) 

資料 3-1-2：令和 7 年度 アクティブ・ラーニング科目一覧（発達教育学部） 

資料 3-1-3：令和 7 年度 発達教育学部 シラバスチェックリスト 

資料 3-1-4：履修カルテ様式 (１・２年はスプレッドシート、３・４年はエクセル) 

資料 3-1-5：令和 7 年度履修要項 発達教育学部の教育課程と履修方法  

７．その他の資格（7）インクルーシブ教育・保育支援士（本学認定資格） 

(令和 7 年度履修要項（資料 1-1-3）pp.64-65) 

 

 

基準項目  ３－２ 実践的指導力育成と地域との連携 

〔現状〕 

1 年生前期必修の「エレメンタリーセミナー」における参観学習として、令和 7(2025)年

度は、近隣の小学校 2 校、千葉県内の特別支援学校 2 校、千葉市及び船橋市の認定こども

園等 3 園に現場体験を配置した（資料 3-2-1、3-2-2）。その後も免許取得の必修科目とし

てインターンシップ・ボランティア活動科目（「社会貢献・地域支援活動Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」「イ

ンターンシップ活動」）を設置して単位化し、現場体験を積むことを促している（資料 3-

2-3）。 

参観学習をはじめ、介護等体験及びインターンシップ・ボランティア活動科目では、実

施報告・参観報告書により振り返りを必ず実施している（資料 3-2-4）。 

「教育実習の手引き」（資料 3-2-5）を毎年更新し、実践現場での最新情報を反映させる

とともに、教育実習の実施に当たっては、市町村教育委員会（幼稚園、小学校）、都道府県

教育委員会及び市町村教育委員会（特別支援学校）と連絡を取り合いながら、実習の可否、

実習期間等を確認している。実習先に円滑な実習指導を実施してもらうために、実習前に

大学から「実習指導上のお願い」（資料 3-2-6）を送付して、本学の実習指導について理解

してもらい、質の高い実習が実施できるよう実習先と連携を図っている。また、学生自身

が作成した個人調書を教育実習協力校に提出し、特別な配慮が必要な場合等は、実習担当

教員が当該学生と面談し、事前に学生の情報を実習先に伝えることにより、学生の特性に

あった指導を実施してもらっている。 
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〔優れた取組〕 

2 年生の必修科目「キャリア演習Ⅱ」の授業において、卒業生による現場教員の講話を

実施（資料 3-2-7）することに加え、毎年 1 月に 2・3 年生を対象に教育委員会による講話

（資料 3-2-8）を行っている。千葉県教育委員会とは、教員養成に係る連携事業（「私立大

学との協働によるモデル事業」）の締結の準備を進めている（資料 3-2-9）。 

発達教育学部が置かれる千葉若葉キャンパス内には、令和 5(2023)年度に環境省から「自

然共生サイト」として認定された植草共生の森（ビオトープ）（資料 3-2-10）があり、幼稚

園教職課程の「環境」及び小学校教職課程の生活科・理科の授業での活用に加え、一般市

民に公開し社会貢献の一助となっている。「ビオトープ祭り」（毎年 12 月に実施）では、学

生がボランティアで参加して運営に協力しており、学生にとって子どもを含む地域住民と

の交流の場となっている。その他にも附属のこども園の「森の遠足」等（資料 3-2-11）を

はじめとする自然観察活動等の受け入れ・協力なども実施し、地域との連携を強めている。  

〔改善の方向性・課題〕 

インターンシップ・ボランティア活動への参加をさらに勧奨する。参加日時や実施先の

情報を事前に大学に報告する活動届はデジタル化が完了しており、今後は実施報告書のデ

ジタル化を検討する。引き続き、教育委員会との連携に努め、現場との情報共有をさらに

密に行う。 

＜根拠となる資料・データ等＞ 

資料 3-2-1:「エレメンタリーセミナー」シラバス（授業計画書） 

資料 3-2-2：小・特・幼保の参観学習の資料  

資料 3-2-3：「社会貢献・地域支援活動Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」「インターンシップ活動」シラバス 

資料 3-2-4：参観学習の振り返りの資料（書式）、介護等体験の振り返りの資料（書式）、ボ

ランティア活動報告書の様式  

資料 3-2-5：各教育実習の手引き  

資料 3-2-6：「実習指導上のお願い」 

資料 3-2-7：令和 7 年度「現職の先生の話を聞く会」実施要領 

資料 3-2-8：「令和 8 年度（令和７年度実施）千葉県・千葉市公立学校教員採用候補者選考

説明会の実施について」及び 説明会依頼について 

資料 3-2-9：「千葉県教育委員会と植草学園大学との私大協働に関する協定書」準備文書案 

      及び 「私立大学との協働（コンソーシアム形成）によるモデル事業」（千葉

県教育委員会） 

資料 3-2-10：ホームページ〉学園生活〉施設案内〉植草共生の森 

https://www.uekusa.ac.jp/school_life/guide/forest 

資料 3-2-11：附属弁天こども園「森の遠足」活動案 及び 「森の日」まとめ 
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Ⅲ．総合評価（全体を通じた自己評価） 

  

本学において教職課程を置く発達教育学部発達支援教育学科では、共生社会の実現とい

う理念に共鳴して入学した新入生全員が教職課程の学修を開始している。生活や学習に困

難性のある子どもへの支援の力も身につけた、共生社会の実現に必要とされる有能な教

育・保育の担い手の養成をめざし、教職員が協働してその育成に当たっている。 

 教職課程のカリキュラムにおいては、特別支援教育に関する科目を手厚く配置するとと

もに、ICT 関連の科目新設の準備を進めており、合わせて電子黒板・電子教科書等の計画

的な整備を進め、実践現場からの要請に応えられる教員を養成するべく取り組んでいる。

また、現場でのボランティア活動等を単位化し、実習・入職前に現場での体験を積むこと

を促している。 

 教員採用選考試験のための支援としては、教職・公務員支援センターが大きな役割を果

たしている。センター職員と教員が連携しながらその学年に適した講座や学修の機会を提

供し、小規模校であることを強みとして学生一人一人の状況を把握して支援している。 

 現在の喫緊の課題は学生確保である。教職の魅力を積極的に伝え、本学の理念を知り共

鳴する高校生を増やすための取り組みを継続していく。オープンキャンパスにおける説明

やパンフレットをより一層充実させ、高校での出前授業などの機会を活かして志願者の増

加に努めるとともに、入学した学生の多くが教職への意欲を高め続けるように、引き続き

不断のカリキュラム改善・授業改善等に取り組む。同時に、自己を振り返り進路について

再考する学生への支援もキャリア支援課などを中心により充実させていく。 

県教育委員会など外部組織とも連携を取りながら、より良い教職課程、より良い教職へ

の支援となるよう、教職自己点検・評価委員会を始めに教職に関わる各種委員会を中心

に、大学として組織的に取り組んでいく。 
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Ⅳ 「教職課程自己点検・評価報告書」作成プロセス 

 令和7年9月17日 令和7年度第1回教職課程自己点検・評価委員会において、令和7年度

は自己点検評価書を作成の上、令和8年度に全国私立大学教職課程協

会に提出し評価を受けることを確認した。 

 令和7年9月19日 教職課程自己点検・評価委員会共有メールにおいて、各項目の執筆担

当者（案）を確認した。 

 令和7年10月6日 教職課程自己点検・評価委員会共有メールにおいて、執筆担当者に令

和8年1月末までを締切として原稿作成を依頼した。 

 令和 7 年 12 月 17 日 第 2 回教職課程自己点検・評価委員会において、原稿の途中経過

を確認した。 

 令和 8 年 3 月 17 日 第 3 回教職課程自己点検・評価委員会において、報告書案を確認

した。 

令和 8 年 5 月 20 日 令和 8 年度第 1 回教職課程自己点検・評価委員会において、報告

書案及び根拠資料を確認した。 

令和 8 年 6 月 10 日 令和 8 年度第 1 回大学運営協議会において、学長に「令和 7

年度教職課程自己点検・評価報告書」を報告し、承認を得て HP

に掲載した。 
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